別紙３（第１-２号様式に添付）
令和　　年　　月　　日
支　援　証　明　書

公益財団法人東京観光財団　御中

【専門家概要】
	氏名
	

	所属（会社名、部署名等）
	

	連絡先
	電話番号：
	

	
	メールアドレス：
	



【補助金申請者概要】
	[bookmark: _Hlk100335533]会社名・屋号
	

	業種
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者名
	



【支援内容】※行を追加したり、枠を広げたりしていただいて構いません。
（1） これまでのアドバイジング履歴· 支援証明書の作成にあたって必ず記入例をご参照ください。
· 以降、直近3期の財務分析、事業全体のSWOT分析＆クロスSWOT、事業者へのヒアリングや業界動向等を基に、申請者が優先して取り組むべき課題を明確に把握できるよう具体的に記載してください。

	回数
	実施日

	１回目
	令和
	
	年
	
	月
	
	日

	２回目
	令和
	
	年
	
	月
	
	日

	３回目
	令和
	
	年
	
	月
	
	日

	４回目
	令和
	
	年
	
	月
	
	日

	５回目
	令和
	
	年
	
	月
	
	日


· 実際に実施いただいた実績についてのみ記載してください。
· 枠が足りない場合は、追加して記載してください。

（2） 財務分析（直近3期）
直近3期分の貸借対照表・損益計算書に基づいた既存事業全体の財務分析結果を記載してください。
売上・利益推移、財務体質、経費構造、投資余力などの観点を中心に記載してください。
	












（3） 事業分析
業界動向や市場動向を踏まえた事業分析結果を記載してください。
（業界動向、市場動向、競合状況、顧客属性、提供価値、差別化要因などを含む）
＜SWOT＞
	内部環境
	【強み】
・
・
・
	【弱み】
・
・
・

	外部環境
	【機会】
・
・
・
	【脅威】
・
・
・


＜クロスSWOT＞
	【強み×機会】
・
・
・
	【弱み×機会】
・
・
・

	【強み×脅威】
・
・
・
	【弱み×脅威】
・
・
・



（4） 上記(2)～(3)の経営分析を踏まえた、申請者が取り組むべき方向性と、理由・背景
	取り組むべき方向性：


	理由・背景：
1 


2 


3 















（5） 上記(4)の方向性を踏まえた、申請者が取り組むべき課題と、それを優先して解決すべき理由・背景
	取り組むべき課題：


	優先して解決すべき理由・背景：
1 


2 


3 








（6） 上記(5)の課題解決のために、申請者が本補助金で取り組むべきと助言した具体的な取組（経費）内容
	具体的な取組（経費）内容：
1 · 上記の課題を解決するためにアドバイジングした具体的な手段・解決策（取組内容・経費）を記載してください。
例）導入・構築するシステムや機械設備、それらに付随する機能、
新サービス・商品の開発内容、期待される効果等
· 市場のトレンドや競合他社の動向も考慮し、実現性のある取組を助言してください。
· 申請事業者が申請内容について補助金担当者に問い合わせたことを確認の上、
支援証明書を発行してください。
· ここに記載された取組内容をもとに事業者が事業計画書を作成し、各補助金事業に申請できます。
· 支援証明書に記載のない取組（経費）は補助対象になりませんのでご注意ください。





2 




3 





















（7） 上記(6)の取組内容について、該当するものにチェック。
	□
	申請者の課題を解決するための助言内容となっている
（申請者の希望・要望や、商品・サービス提供者（ベンダー等）の商品ありきの助言となっていない）

	□
	申請者の経営規模や財務状況を踏まえた助言内容となっている
（申請者にとって、取組の規模が過大な助言となっていない）

	□
	申請者のスキルやリテラシーを踏まえた助言内容となっている
（申請者が運用・管理を行い難い、十分使いこなせない様な取組の助言となっていない）

	□
	申請者が本証明書に記載の取組を実施するにあたり業務等を発注・委託する個人・企業が、専門家と利害関係の無い第三者となっている
（専門家自身や、専門家が所属・運営する企業・団体、またその親会社、子会社、グループ企業等関連会社が発注・委託先となっておらず、また見積先や委託先等の斡旋も行っていない）



上記のとおり、申請者の経営課題を抽出し、経営課題解決に向けた支援を行ったことを証明致します。

専門家氏名　　　　　         　　　　　　　　　印　

法人印、個人印、いずれも可
（こちらのメモは作成時に削除してください）

＜記入例＞
別紙３（第１-２号様式に添付）
令和８年X月X日
支　援　証　明　書

公益財団法人東京観光財団　御中

【専門家概要】
	氏名
	東京　太郎

	所属（会社名、部署名等）
	株式会社ABCカンパニー

	連絡先
	電話番号：080-1234-5678

	
	メールアドレス：kinyu_rei@tcvb.or.jp



【補助金申請者概要】
	会社名・屋号
	株式会社XYZホテル

	業種
	旅館業

	住所
	〒123-XXXX
東京都○○市○○１－２－３

	代表者名
	観光　花子

	担当者名
	財団　太郎



【支援内容】※行を追加したり、枠を広げたりしていただいて構いません。
（1） これまでのアドバイジング履歴
	回数
	実施日

	１回目
	令和
	８
	年
	４
	月
	15
	日

	２回目
	令和
	８
	年
	５
	月
	10
	日

	３回目
	令和
	８
	年
	５
	月
	28
	日

	４回目
	令和
	８
	年
	６
	月
	23
	日· 以降、直近3期の財務分析、事業全体のSWOT分析＆クロスSWOT、事業者へのヒアリングや業界動向等を基に、申請者が優先して取り組むべき課題を明確に把握できるよう具体的に記載してください。



	５回目
	令和
	８
	年
	7
	月
	5
	日


· 実際に実施いただいた実績についてのみ記載してください。
· 枠が足りない場合は、追加して記載してください。

（2） 財務分析（直近3期）
直近3期分の貸借対照表・損益計算書に基づいた既存事業全体の財務分析結果を記載してください。
売上・利益推移、財務体質、経費構造、投資余力などの観点を中心に記載してください。
	・3期前の営業利益はコロナの影響を引きずり赤字だったが直近期は黒字に改善している。
・借入金は順調に減少し、利益余剰金も一定程度確保できており適正規模かつ有効な新たな投資を実施できる財務体質であると考えられる。
・一方で、売上に対する販売費及び一般管理費の割合が約6割と高い傾向になる。コストカットか効果的な経費のかけ方を工夫する必要がある。








（3） 事業分析
業界動向や市場動向を踏まえた事業分析結果を記載してください。
（業界動向、市場動向、競合状況、顧客属性、提供価値、差別化要因などを含む）
＜SWOT＞
	内部環境
	【強み】
・全室にベランダと個室露天風呂付の和風モダン客室を整備
・客室からの秋川渓谷ビューと自然音に包まれた癒しの空間
・東京産高級和牛「秋川牛」や地元食材を使った和食、創作イタリアンなど多様なレパートリーの食事を提供
・森林に囲まれトレッキングやヨガなどウェルネスツーリズムに最適な環境
・多言語を扱う複数名のスタッフ
	【弱み】
・2016年にリニューアルしたものの、創業は1975年で施設細部の老朽化の懸念あり
・人員不足のためランチ営業が停止中で日帰り客を取り逃がしている
・インバウンド需要の増加を十分に取り込めていない
・公共交通機関からのアクセスが悪く、自家用車、レンタカー、タクシー等での来訪が必要

	外部環境
	【機会】
・インバウンド客（特に欧米）によるウェルネスツーリズム需要の急拡大
・都心から1時間30分圏内の距離
	【脅威】
・規模で先行するチェーン温泉旅館との価格競争
・地域の過疎化＆高齢化による集客キャパシティの縮小


＜クロスSWOT＞
	【強み×機会】
・上質な日本らしいプライベート空間を有する客室とウェルネスツーリズムに適した環境を活かし、欧米の富裕層をターゲットにする
・地元ガイド等と連携し、宿泊とトレッキングやヨガ等を組み合わせた欧米富裕層向けプログラムを開発する
・欧米富裕層向けの生成AIを活用した自社予約システムを開発し、きめ細やかなサービスを提供する
	【弱み×機会】
・欧米富裕層をターゲットとすることで、日帰り客をターゲットから外す
・都心からのハイヤー手配を行いゲストの移動負担をなくす
・高単価の欧米富裕層からの収益で施設の改修を行う

	【強み×脅威】
・欧米富裕層をターゲットとした各種施策を展開することで高付加価値を訴求し、価格競争から脱する
・ウェルネスツーリズムプログラムに、地元文化体験等を組み込むこと地域経済を活性化させる
	【弱み×脅威】
・ランチ営業は引き続き中止し、その代わり地元食材を使った飲食店と連携してゲストを送客することで地域経済の活性化に寄与しつつ地域一体型のディスティネーションを確立する




（4） 上記(2)～(3)の経営分析を踏まえた、申請者が取り組むべき方向性と、理由・背景
	取り組むべき方向性：
欧米富裕層のインバウンド客の獲得

	理由・背景：
1 上記の財務分析、SWOT分析、クロスSWOTを通して、申請者が取り組むべき方向性は、「欧米富裕層のインバウンド客の獲得」と言える。

2 欧米富裕層市場は成長性と収益性が高く、同層の獲得は売上規模・利益率の双方を改善する効果が期待できる。また、客室設備・食事・自然環境といった既存の強みとの親和性が高く、無理のない方向転換が可能である。市場環境・内部資源の両面から妥当性の高い方向性である。











（5） 上記(4)の方向性を踏まえた、申請者が取り組むべき課題と、それを優先して解決すべき理由・背景
	取り組むべき課題：
課題解決の対策は以下４つに大別することができる。
Ａ：欧米富裕層向けウェルネスツーリズムプログラムの造成
Ｂ：生成AIを活用した自社予約システムの開発
Ｃ：都心からのハイヤー手配システム開発
Ｄ：地域事業者との連携

なかでもA、B、Cを優先して解決すべきである。


	優先して解決すべき理由・背景：
1 財務分析より、3期前の営業利益はコロナの影響もあり赤字だったが、直近期は約〇〇円で黒字に立て直しており改善傾向にある。2016年に行ったリニューアルの改修費用は回収中であと3年は要する見込み。また、ADRは約35,000円、客室稼働率は約60％、RevPARは21,000円で、営業利益率も約2％に留まっており、本施設のポテンシャルを考えると改善の余地は大きい。現状の売上規模約2億3,000万円や営業利益率、既に有しているポテンシャルから考えると、大規模かつ時間がかかるハード面の投資を行うよりも、3,000万円～6,000万円規模の欧米富裕層向けに特化したプログラムやシステム開発への投資をタイムリーに行うことが適切だと考えられる。

2 クロスSWOTより、特に優先して解決すべき点は【強み×機会】から考えられる、「欧米富裕層向けウェルネスツーリズムプログラムの造成」と「生成AIを活用した自社予約システムの開発」である。ウェルネスツーリズムは世界的な潮流ではあるものの、日本国内における体験プロダクトや施設はまだ限られており、先行者利益を確保するためにも優先して取り組むべきである。

3 A、B、Cを着実に実行し、実績と地元からの信頼を積み重ねることでDの地域連携を深めやすくなる。























（6） 上記(5)の課題解決のために、申請者が本補助金で取り組むべきと助言した具体的な取組（経費）内容
	具体的な取組（経費）内容：
上記（5）で整理したA及びBを解決するために以下に取り組むべきである。
1 欧米富裕層向け生成AIを活用した自社予約システムの開発
第一に、自社予約システムにより施設のブランドメッセージや世界観をストレートにゲストへ伝えることができる。
第二に、自社サイトの利用を強化することで、OTA等からの予約では得られないより細かい顧客情報を収集・分析することで、市場特性やゲストの趣向に合わせたサービスを提供し、顧客満足度を高めリピーターやロイヤルカスタマーの獲得につなげる。
第三に、「欧米富裕層向けウェルネスツーリズムプログラム」も本システムから予約できるようにする。宿泊、体験等の予約窓口を一元化することでユーザビリティを向上させる。
第四に、生成AIを活用し、予約時にゲストが宿泊施設で体験したいプログラムや食事をシステムに入力することで、AIがゲストに合わせた適切なサービス・プログラムや宿近辺での過ごし方を提案する。画一的な体験ではなく、ユニークな体験を求める欧米富裕層向けにカスタマイズされた旅の過ごし方を提供する。






· 上記の課題を解決するためにアドバイジングした具体的な
手段・解決策（取組内容・経費）を記載してください。
例）導入・構築するシステムや機械設備、それらに付随する機能、
新サービス・商品の開発内容、期待される効果等
· 市場のトレンドや競合他社の動向も考慮し、実現性のある取組を助言してください。
· 申請事業者が申請内容について補助金担当者に問い合わせたことを確認の上、
支援証明書を発行してください。
· ここに記載された取組内容をもとに事業者が事業計画書を作成し、各補助金事業に　申請できます。
· 支援証明書に記載のない取組（経費）は補助対象になりませんのでご注意ください。
· 













（7） 上記(6)の取組内容について、該当するものにチェック。
	☑
	申請者の課題を解決するための助言内容となっている
（申請者の希望・要望や、商品・サービス提供者（ベンダー等）の商品ありきの助言となっていない）

	☑
	申請者の経営規模や財務状況を踏まえた助言内容となっている
（申請者にとって、取組の規模が過大な助言となっていない）

	☑
	申請者のスキルやリテラシーを踏まえた助言内容となっている
（申請者が運用・管理を行い難い、十分使いこなせない様な取組の助言となっていない）

	☑
	申請者が本証明書に記載の取組を実施するにあたり業務等を発注・委託する個人・企業が、専門家と利害関係の無い第三者となっている
（専門家自身や、専門家が所属・運営する企業・団体、またその親会社、子会社、グループ企業等関連会社が発注・委託先となっておらず、また見積先や委託先等の斡旋も行っていない）



上記のとおり、申請者の経営課題を抽出し、経営課題解決に向けた支援を行ったことを証明致します。
東京

専門家氏名　　　　　　　東京　太郎 　　　　印　　　法人印、個人印、いずれも可
（こちらのメモは作成時に削除してください）

